

授業名称： オリエンテーション
ティーチングノート
（地方公共団体向け）

概要：

政府は、平成19年の地理空間情報活用推進基本法の施行を受けて、地理空間情報を活用する人材の育成を図ることとなった。オリエンテーションでは、今回の授業を通して、我々の生活や地域が地理空間情報に取り囲まれており、その情報の活用方法を習得することは、地域を対象にする自治体職員全員に係るテーマであることを理解する。特に、記録や検索など、便利な道具としてのこれまでの使い方から、政策立案や課題解決に向けた社会技術の一つとしての使い方を学習する。
学習目標：

本オリエンテーションでは、

①普段意識していない、地理空間情報の重要性を理解する。
②地理空間情報を活用することの意味を理解する。
③地理空間情報活用に関する業務改革、調達について理解する。
④講義全体の内容とその進め方、それぞれの目標について理解する。
受講対象：

地方公共団体等において、GISに関連する業務に従事している者、もしくはGISに関する基礎知識は有しており、今後、専門性を高めたい意向がある者等。
(1) 地方公共団体の情報部門の人材

(2) 地方公共団体の情報部門以外に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材

(3) その他、地域行政に関連する組織に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材
ティーチングノート：

以下、各スライドについての説明のポイント、説明手順等を示す。

なお、学習目標やティーチングノートに示した内容・流れの範囲内であれば、講師独自の見解を述べてもよいものとする。

ページ1　サブタイトル：GIS活用人材育成プログラムの狙いと進め方

◆このページのポイント

· この人材育成プログラムは、これまで地図やGISに対して持っていた偏見を改め、地理空間情報を流通させることで、さまざまな部署で地理空間情報を活用することが可能になることを学ぶ。特に、統合型GIS等で求められていることが、コストダウンだけではなく、新たな使い方を理解することで、もっと大きな効果を発揮することを学習する。

◆説明手順

· 表示のとおり。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ2　サブタイトル：想像する人材像のイメージ
◆このページのポイント
· この人材育成プログラムで前提としている人物像を示し、GISに対する見方を改める内容を、これから話をする、という言い方で期待を持ってもらう。
◆説明手順

· パソコン操作ができることを前提に、GISを利用することとはどのようなことであるかを理解してもらう。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· どのような部門の人であるかを、手を上げてもらい、互いに理解してもらう。
ページ3　サブタイトル：地理空間情報の重要性
◆このページのポイント

· このスライドでは、地理空間情報の重要性を３つの視点から説明することを伝える。
· 一つ目は、言葉の伝達を補い正確な伝達、2つ目は地理空間情報の特徴、3つ目は時代の要請である。

◆説明手順

· 言葉による仕事の限界→自治体内のコミュニケーションは、基本的に文章という形で行われてきたが、この方法の欠点を考えてもらう。
· 身近な地理空間情報→自治体の業務は、そのほとんどが地域や住民に係ることであり、場所の情報と結びつけられる地理空間情報である。この特徴を考えてもらう。

· 時代の背景→少子高齢化や低炭素化といった大きな社会的な課題から身近な課題に至るまで、課題が複雑化し、その解決のためには全体を把握するための道具や、コミュニケーションを円滑にする道具が求められている。可視化という方法は、言葉による伝達を補う有力な方法であることを理解する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 課題の複雑化と知識の細分化により、課題の解決には知識の連携が必要になり、そのコミュニケーション能力を高めることが求められている。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ4　サブタイトル：言葉による仕事の限界
◆このページのポイント

· 言葉による推論として、三段階論法が有名であるが、この論法の前提は、すべてのAがすべてB、すべてのBがすべてCの場合、すべてのAがすべてCと言える。現実の社会では、「すべての」と言えるほど単純な場合は無い。例題を使って理解を促す。
◆説明手順

· 駅前の放置自転車の例は、実際に経験した例で、放置自転車の対策が必要なことは、誰でも理解されるが、具体的に対策を検討する場合、すべての駅を対象にはできないので、対策を示すためには、どの場所が問題かを明らかにしなければならない。
· 交差点の事故の例も同様で、すべての交差点に信号を付けることはできない。個々の場所を示した対策が必要である。
· このように、対策を検討する際には必ず具体的な状況の把握が必要となり、言葉だけではなく、場所と状況を示す地理空間情報が必要である。
· 坂路の例は、2人の親子は、父親と息子ではなく、母親と息子であるが、勘違いしやすい例である。（これは、特に触れなくても良いが、頭の体操である）。
· 全体がわからないとして示した阪神淡路大震災も、実際に経験した例で、7時時点の言葉の情報では、全体がわからなかった。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ5　サブタイトル：自治体内のコミュニケーション例
◆このページのポイント

· 災害時の事例を紹介し、自治体で地理空間情報をなぜ必要としないのか、これで良いのか、という事を考えてもらう。
◆説明手順

· 災害時、通常は住民から役場や消防へ第1報が入る。役場や消防はただちに確認や対策のため、地図を用いる。ここでは地理空間情報は非常に有効であることがわかる。

· しかし、このあと、県などへの報告は、死者、けが人の数字を言葉やfaxでしか伝達しない。

· 県なども、その情報だけで十分と考えており、報道機関用の文章を作成し発表する。

· その結果、災害時、死者が判っても、対策の範囲を県などが把握することが遅れているのではないか。
· 一方現場は、自分の管轄はわかるが、他の地域の状況を知ることができないため、住民からの問い合わせに対し適切にこたえられない。
· 地理空間情報付きで情報を伝達することを義務付ければ、災害全体の把握ももっと迅速になるのではないか。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· このような必要性について、参加者から意見をもとめる。
ページ6　サブタイトル： 身近な地理空間情報
◆このページのポイント

· 地理空間情報の特徴は、普段の日常行動では、必要性を感じないことである。逆に普段と違う行動をするときに必要になる。災害時の避難など、必要となった時に、状況に応じ迅速に提供できなくてはならないという特徴がある。

· 特に、伝達する（コミュニケーション手段）時に地理空間情報を意識して伝達するように、受講者に伝えたい。
◆説明手順

· 特になし。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 必要性について、参加者に確認しても良い。
ページ7　サブタイトル：身近な地理空間情報２
◆このページのポイント

· われわれは、森羅万象の中で生活している。この森羅万象が地理空間情報である。

· 地理空間情報の使い方を考える時に、将来に役立てる使い方ということがキーとなる。
◆説明手順

· 森羅万象の中で現在の生活がある。
· 森羅万象の情報の例として、自然環境、社会環境、災害・事故、文化芸能などの情報がある。
· 将来の生活を守るために、過去の災害・事故情報を生かすことが必要になり、そのために災害・事故情報を記録することが必要となる。その際、どうしても文字や数字の情報に偏りがちであるが、文字情報や数字は、災害に関する情報のごく一部である。災害の死者の情報が重要なのではなく、生存者と死者を分けた原因の情報が重要である。この情報には、かならず場所に結びついた情報が含まれている。この点が地理空間情報の記録を必要としている点である。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 地理空間情報は、そのままでは消えてしまう情報であり、意識して文字以外の情報を記録することが必要であることを確認する。
· 地域の問題解決に、このような情報が必要となることを確認する。
ページ8　サブタイトル：地理空間情報の活用方法
◆このページのポイント

· 私たちの日常では、カーナビや地図検索サービスなど、便利な道具として利用しているが、これをビジネス分野で最近言われている「見える化」の道具として発展していくことを理解してもらう。
· さらに、研究分野では当然になっている分析ツールとしての使い方を「考える道具（空間的思考）」として捉えて説明をする。
◆説明手順

· 便利な道具は、記録、伝達という一連の手順になるが、コストダウンの方法だけではなく、活用することが重要であることを伝える。
· 分析ツールとしての利用場面を、気づきの場面、推論の場面、対策の場面として紹介する。
· 推論をするためには、前に示したように、社会現象は、単純ではなく全体を把握し、推論が正しいかをチェックすることが重要である。
· 対策の場面でも、地理空間情報を利用して、対策を地域別にシミュレートすることも重要な方法となるであろう。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 分析ツールは、分析ツールという言い方をすると、自分には関係ないと反応する参加者も多いので考える道具という言い方にした。

· 考える道具と言う言い方に対し、空間的思考という言葉もあるが、地理空間情報に関する空間的思考の具体的な内容が固まっていないので、示すことを控えた。
◆受講者への確認事項

· 重要なスライドなので、必ず参加者の理解を確認する。
· 特に、考える道具としての使い方は、学習する必要があることを確認する。
ページ9　サブタイトル：「見える化」
◆このページのポイント

· 民間企業で言われている「見える化」は、トップの判断が必要となる「異常」や目標との「ギャップ」、異常の「シグナル」、「影響」を伝えることで、この考え方は、自治体内でも重要な考え方である。
· そこで、住民や地域の状態は絶えず変化しており、その異常をトップに伝えることにより、災害時に迅速に対応することなどが実現できるであろう。

◆説明手順

· 上記の手順で説明する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 民間の手法として注目されていることを確認する。
ページ10　サブタイトル：地域の資源を記録し、「見える化」する 
◆このページのポイント

· 見えない情報を「見える化」する方法として、ワークショップによる記録する方法は非常に有効なので、その事例を紹介する。
◆説明手順

· 住民は、普段地域というものに関心を持っていないため、地域の資源は何かと聞かれても、なかなか思いつかない。
· そこで、ワークショップという方法で地域の情報を見える化させることを行った。
· ポストイットを航空写真に貼るという方法で、いかにたくさんの地域資源があるかを可視化することができる。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· この情報は、1人の情報ではなく、多数の人が持つ情報が集まったもの（集合知）なので、参加者の誰よりも、多くの情報が表現されていることを確認し、可視化による情報収集手段としても有効なことを確認する。
ページ11　サブタイトル：地理空間情報を活用する方法
◆このページのポイント

· 地理空間情報の活用方法として、最も基本的な手法を紹介する。
· 実習を通して、もっと多様な方法を理解することができる。

◆説明手順

· 活用方法として大きく2つの方法がある
· １つは重ね合わせ（オーバーレイ）である。
· この方法は、施設配置に関係するさまざまな条件を重ね合わせ、最適な場所を見つける方法である。
· 他の一つは、密度図（コロプレスマップ）である。
· 地域を表す様々な指標を密度図として表現し、環境の質を評価する方法として用いられる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 理解されるようであれば、地理空間情報特有の、距離に応じて変化する値を利用する方法（バッファや、ボロノイ）についても言及する。
· 民間のエリアマーケティングなどでは、盛んに使われていることを言及する。
◆受講者への確認事項

· 基本的な使い方の理解を徹底させる。
ページ12　サブタイトル：密度図の例
◆このページのポイント

· 密度図の効果が判りにくいので、例を示す。
· 3つの密度図を並べてみることで、地域の環境を知ることができる。
◆説明手順

· サンプルは、シカゴ市の不動産価格の図である。
· 右側が湖（五大湖）で、湖に面した地域の価格が高いことがわかる。
· しかし、よく見ると、中南部側で価格の低いところがある。価格情報では判らない原因は、火災と犯罪の情報を見るとそれぞれ高い地域に一致しており、地域の環境を理解することができる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 評価しづらい、質的なものを知る方法として有効なことを確認する。
ページ13　サブタイトル：地域の問題解決に向けた社会技術
◆このページのポイント

· 個々の政策固有の技術ではなく、問題解決に共通する手法を社会技術と呼び、その方法についての研究が進んでいる。
· 地理空間情報を活用する方法も、その一つとして扱うことができる。
◆説明手順

· 図を使い問題の共通認識をもつことから始め、共通認識に基づき対策を立案、その結果をモニタリングするという形で3角形が回る。
· それぞれの丸に地理空間情報が活用される。

· 地理空間情報を用いた現状認識を行い、対策を地理空間情報を用いて表現することにより、具体的なものとなり、その結果をモニタリングした情報も地理空間情報として表現する。

· その結果当初に問題認識した内容とモニタリングした内容とを重ね合わせ、その差を理解し、次のステップの対策へとつなげていくことができる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ14　サブタイトル：問題の認識：「気づき」
◆このページのポイント

· 問題の認識を非常に効果的に行った例を紹介する。
· 世田谷区砧にある山野小学校おやじの会のメンバーの行った内容。
· 交通安全については、PTAとして関心があるが、今までの取り組みが一般的であり、効果があるのか、疑問があった。
◆説明手順

· これまでの交通安全の取組は、住民の意識を変えるような取り組みになっていなかった。交通安全に住民が「気づく」ための方法を確立した例を紹介する。実際に事故が起こった場所は、警察署により、交通事故マップが公表されており、これを使ってみることにした。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ15　サブタイトル：山野小学校地域の交通事故 
◆このページのポイント

· 警視庁で公開されている実際の事故情報をWebから読み取り、簡易GIS上に表現した。
◆説明手順

· 自転車、高齢者、歩行者など色分けしている。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· この情報を見て、どのように交通事故に対する気づきをさせるか、その方法について指名して聞いてみる。
ページ16　サブタイトル：原岡さん：交通事故の分析
◆このページのポイント

· 交通事故の要素として3つあり、その中でも当事者の意識の欠如という点に注目した。そこで、原岡さんは、交通事故が起こっている場所が、事故が起こりそうなところではないところで多数起こっており、その場所を可視化することで、事故に対する気づきを促すことが効果を生むのではないかと考えた。
◆説明手順
· 原岡さんは、PTA、地元タクシー運転手、トラック運転手に、事故の情報を見せずに、危ない場所を地図上に記録してもらった。

· その結果、皆が記録した場所は、全体の2割しかなかった。
· 残り8割が、皆が記録した場所ではなかった。
· 既に注意しているために少ないという解釈も成り立つが、これから事故を減らすためには、8割の場所を示し、注意を促すことが効果的と考えた。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 事故の3要素を確認し、意識の欠如はすぐにできることでることを確認する。
ページ17～19　サブタイトル：砧地区交通安全ハザードマップ 

◆このページのポイント

· ハザードマップを作成しPTAを通じ、各家庭、ドライバー等に配布し、意識を変えることで、2年で自転車事故が半減した。
◆説明手順

· 気づいていない場所をレベル3赤で表示し、気づきを促す表現をとった。
· 大量に印刷し、小学校全員に配布し、さらに地域のタクシー、トラック運転手に配布した。
· 1年後、3割減り、2年で半減した。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 使った機能は、重ね合わせだけであるが、十分効果を上げている。各自の仕事の中でも地理空間情報を使って気付くということが可能であることを確認。
ページ20　サブタイトル：進め方 

◆このページのポイント

· この講義での狙いは、地理空間情報の使い方を知り、空間的なものの見方、考え方を習得してもらうことである。
· そのために、座学とグループディスカッションによる学習と、実際にGISを使った演習を行う。
◆説明手順

· プロジェクトマネジメントは、GISに関するプロジェクトを進める上で必要となるマネージメントの考え方を習得し、効果を上げるための業務改革に向けた方法を習得する。

· 政府の取り組みでは、GISを推進するために配慮しなければならない法的な事項など、政府の取り組みを紹介する。
· 問題解決に向けたデータ設計は、特定のテーマを例に、問題の認識、解決に向けた手法について学習する。
· 演習は、単なる操作演習ではなく、より実践的に問題解決に向けて、地域の情報を取得する方法やGISを操作することにより、対策を検討することができることを体験する。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 各科目の目的

· 地理空間情報の提供・流通の促進と国の取組
地理空間情報活用推進基本法の理念、地理空間情報活用推進基本計画が示す目指すべき姿、それを踏まえた国の取組状況について学び、また、地理空間情報の提供・流通促進の意義について理解を深めることを目的とする。
· GIS活用による業務改革とプロジェクトマネジメント

地方公共団体におけるGIS活用のシーンとして挙げられる、各課個別業務における活用、庁内各課間の情報共有・連携における活用、官民の情報共有・協働における活用に対応した取組を行うため、プロジェクトマネジメント等の考え方や手法を活かしつつ、地方公共団体におけるGIS活用方策と組織・体制のあり方について学ぶことを目的とする。

· 地理空間情報の調達と利用

地理空間情報の調達とは何かを共通認識し、国による地理空間情報の整備・流通・共用に関する施策を踏まえ、自治体業務内における地理空間情報の利活用を想定しながら、主として自治体内で地理空間情報相互利用を図るための共用基盤データ調達を学ぶことを目的とする。

· GPSを用いた地理空間情報の収集（演習A）

利用可能な既成の地理空間情報の概要を紹介した上で、オリジナルな地理空間情報をGPSで収集し、GISで利用するための手順を学習することを目的とする。

· 地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計

庁内に於けるGIS構築は個別業務の大規模システム（対5大業務）として導入されている一方、その他の一般業務従事者にとって、GISはプロの物、コストが掛かるもの、自分たちとは無縁の物と考えられている。これら「統合型GIS」の障害をどう克服するかという問題を通じて、新潟の中越沖地震の例にとりながら業務改革に対する問題意識について学ぶことを目的とする。
· 地理空間情報の提供・流通を図るための個人情報や二次利用に伴う著作権等の取扱い

地理空間情報の提供・流通の際に発生しうる個人情報保護・知的財産権の権利処理などの問題及びそれに対処するための基本的な考え方について学ぶことを目的とする。

· GISを用いたマッピングと分析（演習A）

地方自治体の業務への応用を想定しながら、種々の地理空間情報を組み合わせてGISで処理し、地図化する方法とその際の留意点について学ぶことを目的とする。

· GISを活用した評価マップの作成（演習B）

ロールプレイングのGIS演習を通して、GISを用いた政策の立案・評価のプロセスや住民の合意形成方法を学ぶことを目的とする。
◆受講者への確認事項

· これからの流れを理解させる。
ページ21　サブタイトル：参加者にどのようなことを期待するか

◆このページのポイント

· 地理空間情報を活用する考え方は、参加者の立場にあわせて、それぞれ異なる効果が期待できる。
◆説明手順

· 自治体の中で、組織のトップは、GISで扱うテーマ、例えば政策評価に使えば住民にもわかる結果を示せる、ということを理解することができれば十分である。
· GISマネージャは、地理空間情報の情報共有や、コミュニケーションについて理解でき、GIS担当者は、地域の課題をGISを用いて表現することが求められるであろう。

· さらに一般に向けては、地理空間情報を利用したコミュニケーションを促すことが求められる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 今後のプログラムの円滑な実施に向けて、参加者の意思疎通を図るため1人30秒～1分程度の自己紹介を行う。
ページ22　サブタイトル：自治体の中での情報と活用のヒント

◆このページのポイント

· 地理空間情報を活用する部門を直接部門と間接部門とに分けて考える。

◆説明手順

· これまでGISは、業務効率化の道具として考えられ、計画支援は、それほど利用頻度が無いと考えられてきた。

· これまで地理空間情報を作成し、利用してきた部門を考えてみると、現場を持つ部門であり、昼間現場に行き、戻ってから行う事務を、効率的に行うことが重要なニーズであった。
· 一方、企画・政策部門では、絶えずトップから政策課題に対する資料を求められており、この資料を、GISを用いて可視化できれば、トップ、住民にとって分かり易い情報として活用されるであろう。

· これまで、この間接部門の使い方に光が当たっていなかったが、統合型GISのようなプラットフォームが出来ている団体では、このような間接部門の利用が重要になる。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 各団体で間接部門がGISを使った事例があるかを質問する
ページ23　サブタイトル：待機児童問題の例

◆このページのポイント

· トップの関心のあるテーマを、GISを使った資料で説明することが重要。

◆説明手順

· それぞれの団体で、トップの関心のあるテーマを取りあげ、GISで説明する例を紹介する

· 右側には、考え方を示し、その結果を表す図を配置する、という表現で説明する。

· 待機児童の問題は、一部の保育園に集中していることが重要なメッセージなので、GISの効果がわかり易い
· 似たような例では、インフルエンザや感染症も状況と対策を示す資料などがある。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 似たような事例を探し、考え方を深める。

ページ24～25　サブタイトル：アドレスマッチング

◆このページのポイント

· 地理空間情報の利活用の効果を知る、最も身近な方法が台帳のアドレスマッチングによる可視化である。

◆説明手順

· 自治体の持つ情報を可視化する方法を理解するため、最も簡単に実感するために民間の電話帳情報を使って可視化する例を示す。

· まずフリーソフトの「賢早くん」をダウンロードし、実行する。このソフトは、iタウンページの業種区分を指定して、住所で検索し、表データを作ることができる。

· この例では、三重県内の養鶏業を指定した例を示す。

· この表は、住所が含まれており、フリーソフトの「AG2KML」を使って住所情報に経緯度情報を追加する。

· 追加された情報は、表形式で保存できる他、Googleで表示できる形式（KMZ）でも保存でき、これを表示させたものがスライド25である
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 戻ってから使ってみることを薦める。
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